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外国人労働者の労働条件
一 ド イ ツ の 例一
久 本 憲 夫
ヒ
1目 的と問題限定
外国人労 働者 問題がわが国 にお いて現代 的テ ーマ として注 目を浴び て以来す
で に数 年がす ぎた。外国人問題は,西 ドイ ツの経験 が持 ち出 され ることが多い。
理 由が ないわけ では ない。 イギ リスや フラ ンスな どは巨大な旧植 民地か らの流
入 とい う事情が ある し,ア メ リカには移民 によ って国家 が設 立 された とい う特
殊 事情 があ る。一民族が 国民 の圧倒的部分 を占める国家 への外国人労働者 の導
入 とい う点 で西 ドイ ツが 日本 に もっと も近 い存在 だか らであ る。 西 ドイツの事
例 についてはす でに手塚 〔1989〕をは じめい くつか の論 考が存在 してい る。 よ
く言 われ ることとして,外 国人労働者 はその社会 で底辺 に位 置 し,差 別 を受け
る惨め な存在 と して イメージされ るこ とが 多い。特 に,西 ドイツの トル ロ人労
働 者については ドイ ツで大問題 とな り,日 本 で も有 名 となった 「最底 辺」 があ
る。 このル ポほ外国人労働者 の法的 な不安定性 と経済的 な不 安定 性を描いた点
で非常 に優 れてい る。 しか し,西 ドイツの外 国人労働者 の大 多数 がそ うした も
のだ とイメ ージす ることは危険だ ろ う』現 実に外国人労 働者 は どの程 度の収入
を えてい るのか。 ドイツ人 と どの程度差が あるのか。外 国人 は通 常 よ く言 われ
る ように,景 気 がわ るくなるとす ぐに解雇 され て しま うのか。外 国人 は労 働組
合 や経 営協 議会 に どの程 度関与 してい るか。国籍 に よる違 いは どの程 度なのか。
ドイツ人 は外国人に対 して どの よ うな差別意識 を強 く持 っているのか。外 国人
'
は ドイ ツ人 に どのよ うな差別 を受けて いる と感 じて いるのか。 こうした問題に
つ いて,わ れわれ の知識 は乏 しい。
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小論 では まず,最 近の統計 か ら外 国人 の状況 を概 観 したの ち,い ささか古い
けれ ど も1970年代の後半 か ら1980年代 にか けて行なわれ た複 数の調査報告 をサ
ーベイす ることを通 じて,外 国人労働 者の 「像」 を具体 化 したい。 もちろん,
こ うした調査報告が 「不法就労者」 を捉 えていない可能 性が大 きい。r最底 辺」
が欠落 してい るか もしれ ない。 しか し,「 最底 辺」 は全 体ではない。 「合法的
な」外 国人労働 者の労働状況 をで きるだけ事実 に即 して把握 す ることがまず最







1988年4月時点で,西 ドイ ツに.は約440万人 の外 国人 が居 住 してい る。 これ
は,全 人 口の約7%に あたる。国籍別 の外 国人 数の推移(第1図)を み ると,
73年の外国人労 働者 募集 ス トップ以来一貫 して減少 してい るのはスペ イン,ギ
リシャであ る。EC加 入 によ り再 び ドイツに働 きに くる こともで きるか らであ
ろ う。 それ と対 照的 な動 きを示 してい るのが トル コであ る。80年代前 半に最高
を記録 してい る。その多 くが家族 呼び寄せ であ るこ とは疑 いない。また出生率
の高さ も影 響 してい ると思われ る。 また,84・85年に減 少 してい るのは不 況 も
さ ることなが ら,帰 国促進立法の影響 もあろ う。 もっとも帰 国促 進立 法の効果
は小さか った とい って よい。外国人労働者 の定住化傾 向は,労 働 力率 の動 向に
明確に示されてい る。た とえば,ド イツ人 と外 国人 の労働 力率ぽ1970年に.は,
42.7:70.8であ ったが1988年には482:5ユ.4と大差 な くなってい る。15～65歳
の労.働力率 の変 化を見たのが第2図 で ある。男性 の接近,女 性 の逆転 があ きら
か であ る。 ここでは示 してい ないが,国 籍別 にみる と第1図 に しめ した6か 国
の男性 の15～65歳の労働 力率がいずれ も80%をこえてい るのに対 し女 性の場合
にはユ ーゴ人の66.5%から トル コ人の41.4%までば らつ いて いる。外 国人 女性
の35.0%を占め る トル コ人が外国人女性の労働 力率 を低 めているのである。理
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由 と して考 え られ るのが,ま ず子供 の数 であ る。第1表 は妻 の国籍 別にみた子
供 の数だが,ト ル コ人妻の場合子供のい る割合が高 く,か っその数 も4割 以上
が3人 以上 なのであ る。
つ ぎに,外 国人 と ドイ ツ人の人 口 ・就業 ピラ ミッ ドをみてお こう(第3図) 。
















































第1図 と同 じ。 亀
者 とみな されていた外国人は圧倒的 に働 き盛 りの男性 で 占め られていた。た と
えば外国人 に占める20～45歳層 の吉1合はエ973年には66.4%であったが,1988年
には この率は45,9%にまで低下 してい る。 また,男 女比は1973年には1;0.598
.で あったが,1988年にぽ1:0.81にまで縮 ま ってい る2)。第2に,15歳 未満人
口の全体 に占め る割合 が今や外 国人 のほ うが多 くなって いる。 ドイツ人13,7%
に対 し,外 国人23,9%であ る。 ドイツで家族 を形成 して いる外国人労働者 は ド
イ ツ人以一ヒに子供 を育ててい る。第3に 外国人 の高齢者 が少 ない。募集停止か
ら15年,彼 らの年齢 はまだ40代が中心 であ る。 しか し,今 後 高齢者が増 え るこ
とは確実 だ ろう、 こ うしてみ ると,外 国人労働者 を 「出稼 ぎ」 と捉 え ることは
で きない。 もちろん,EC内 の労働力移動 の自由化 とともに,EC内 では出稼
2)AustRaderimBundesgebiet,in;lWr言5`hげ傭 廻5雄 ガ5∫`ユ々975,S.259-263.なお,本 文 中
の数 字 は 著 者 の 計 算 に よ る。
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ぎ労働者は増 え るか も知れ ない。 しか し,募 集停止 までにや って きた外国人膨
働 者は,確 実 に ドイ ツに定住 してい るので ある。彼 らは もは や出稼 ぎでは ない。
そ して,ド イツで生 まれ育 った二世 は確 実 に増大 してい る。
つ ぎに外国人就業者 の労働比率 の検 討に移 ろ う。周知 のよ うに,外 国人 就業
者 は労働 者(Arbeiter)が従来 か ら多いが,88年に なっても この傾向 に変 わ り
は ない。就業者 に占める労働者 の割合 は72.0%,職員は20.8%であ、る。外 国人
第4図 子供のいる夫婦の所得分布
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男子 に限 ると労働 者比 は76.3%,職員比 は16,4%となる。職 員比のたかいのは
当然 なが らオース トリア(52.0%)ほか の国々であ り.ト ル コ 人の場合 には
6.9%にす ぎない。 ちなみに,ド イ ツ人 の場 合労働者比は35.5%である。
さて.家 庭 の手取 り収入 を ドイツ人 と外 国人 で比較 したのが第4図 で ある。
ドイ ツ人 家庭 に比 べて外国人家庭 の収入 は明 らかに低 い。では.こ の収入の低
さは,外 国人 に労 働者特 に不熟練労働者 が多い ことに よるのだ ろ うか。それ と.
も.そ れ だけでは な くて.ド イツ人労働者 と外 国人労働 者に賃金格差が あ るの
だ ろ うか。外国人は外 国人 であるが故に真 っ先に解雇 され るのだ ろ うか,そ れ
と も雇用保証 のない職場 に多 く働 いてい るか らこそ外国人は雇用が不安定 なの
であ ろ うか。外国人労働者 は労働組合 や経 営協議会 に どの程度関与 して い るの
だ ろ うか。 こ うした点 の検討 に移 ろ う。
III外国人労働者の労働と参加
外国人 と くにベネデス ク3国 やオース トリアな ど以外出身の外国人就業者 は,
依然 として労働者 が中心 であ る。10年前 とたい して変わ ってい ない。 そこで,
以下 では ドイツ人労働者 と外 国人労働者 の比較 をお・こな う。職員 とくに上級 の
職員 には外国人が少 な く,官 吏 は法 律上 ドイ ツ人 に限 られ ている。 この点 を考
慮すれば外国人 が ドイツ人 よ り収 入が低いのは 自明で あ る。問題 は労働者 のな
か での格差 である。以下 では,70年代後 半にお もに行われた三つ の実態調査 に
依拠 しなが ら,外 国人労働者 の労働 状況 を検討 しよ う8)、
3)以 下 の記 述はお もに,Gaugler〔1978ユ(以後,.調査1と 略記),K【emer〔1980J(以後.調 査
2と略記),Gaロgler↓985〕(以後,調 査3と 略記)に 依 拠 してい る。調査 の概 要はつ ぎの通 り。
〔調査1ユ1976年実施 の企業調査 である。 この調査 はマ ンハイム大学 の 「外国人被用者 の金華 内
統合」 プロジェ ク.トの結果 である。 この研究 グループは ボーフムのルール大学.ミ ュ ンヒェ ンの
「Sozialfo【schungBr6g」研究所 と共 同 して進 められた。 まず1976年4月予備調査が おこなわれ
た。40の事 業所の担 当者に質 問票 を二度配布 して,そ れ ぞれ修正 している。 木 調 査 の発送先 は
日aロdbuchderGroBunLer皿eh皿en1976にもとづ いて,次 の基準のいずれか1っ を満たしてい
る企業で ある。1.従 業員200人以上,2.資 本金50万マル ク以上,3.売 上げ500万マル ク以上 。
発 送数は ランダムサ ンプルで3.822。産 業分野は,製 造業(VefarbeitendesGewerbe)にか ぎら
れてい る。 発送 日は1976年5月21日,1976年7月工4日まで にユ,細4の回答が あ った。 回答 のない と
ころに二回 目のア ンケー ト発 送 し,最 終的に1,749の回答 をえた。 うち有効回答は1,695である。/
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1労 働条件
ここでは労働条件 の中か ら,賃 金,雇 用,昇 進,労 働 内容 を取 り上 げ る。ま
ず,調 査2に よ って国籍別 の手取 り月収 を見て おこ う。 第2表 がそれ であ る。
職業上 の地位 を補助 労働 者 と専門労働者 に分 けてみ る。 職 員層(Angestellte,
ホ ワイ トカ ラー)は 除いてい る。 ここで補助労働者 とは不熟練作 業または半熟
練作業 とみなされ てい る作業 をお こなって いる 労 働 者(A・beiter,ブル ーカ
ラー)の こ とであ り,専 門労働者 とは専門労働者の仕事 と格付 け られ た作 業を
お こなってい る労働者 の ことであ る。職 業資格 による区分 ではない。 これ をみ
る と,専 門労働者 の場合,ド イツ人 と外 国人 の差 はほ とんどない、む しろ国籍
に よる差のほ うが めだ ってい る。 スペイ ン人 が最 も高 く,ト ル コ人 ・ユー ゴ人
が ドイ ツ人 なみ,ギ リシ ャ人 ・イタ リア人 がやや低 い。補 助労働者の場 合 には,
第2表 職業上の地位別にみた手取 り月収
(単位はマルク。かっこ内はサンプル数)
ギ リシ ャ イ タ リア ユ ー ゴ スペ イ ン トル コ ドイ ツ
補 助 労 働 者1,219(160)1.148(165)1,154(142)1,226(169)1,205(184)1,037(63)
専 門 労 働 者1,326(39)1,363(29)1,406(64)1,537(39)1,418(40)1,416(230)
平 均1,240(199)ユ,180(194)1,232(206)1,284(208)1,243(224)1,334(293)
＼ 〔調査2〕 地域の外国 人および ドイツ人への調査 である。 全国144の職安地 区か ら,農 業地 域,
有力 な行政 ・公益事業 ・教 育機関 などの ある地 区,人 工 密集地域の周辺 または中産業 都市.ル ー
ル地域の都市,大 都市 または人工密集地 区の それ ぞれの代表5地 区か らラ ンダムに18歳以上 の外
国人 と ドイ ツ人 それ ぞれ300人を選 んだ。 外国人はギ リシャ,イ タ リア,ユ ー ゴス ラビア,ス ペ
イ ン,ト ル コ国籍 それ ぞれ60人とす るものと された。 ドイ ツ人 には文書 に よるア ンケー トを実施.
外国人に対 して はケル ンの外国人相談所の相談 員 と協議 の上,ド イ ツ語版 の質問票 を作成 した。
それ を外国人は母国人 の通訳 を通 して聞 き,外 国人 の発 言 を ドイ ツ人通訳 が ドイ ツ語 に再び訳す
とい う方式 をとった。 実施時 期は1977年夏で ある。
〔調査3〕1979年か ら19RO年にかけて,鉄 鋼 ・金属加工 ・化学 ・電機 の118事業所 の166の職場
(Abteilung)を調査対 象 としてい る。 うち,個 人分析 については主要5力 国 の外国人1246人,そ
の他の外国人44人,ドイツ人1274人,マイス ターユ34人(うち,外 国人1人)で ある。 国籍 別に
みる と トル コ人448人,ユー ゴ人270人,イタ リア人268人,ギリシャ人166人,スペイ ン人94人と
なっている。30歳未満,30～49歳,50歳以上 の構成 を見 る と,ド イ ソ人28.9=53.7=17.4に対 し
て,外 国人 は33.1!61.3=5.6とな ってお り,平 均 する と外国人の方が ドイ ツ人 よ りも若 い。 男
女比 では ドイ ツ人72,0=28,0に対 し外国人65.9=34.1と外国人 の方 が女性 の比率が高 くなってい
る。
38(160)第147巻 第4・5・6号
ドイ ツ人が外国人 よ りも低 くな ってい る。第3表 か ら推定で きるよ.うに ドイ ツ
人 の補助労働者 には女性が多 いのに対 して,外 国人は男性がか な りを占めてい
る。
第3表 男女別にみた労働者の手取 り月収
ギ リシ ャ イ タ リア ユ ー ゴ ス ペ イ ン ト ノレ コ ドイ ツ
男1,366(136)1,306(140)1,377(138)1,439(144)1,412(153)1.522(204)
女969(63)856(54)936(68)936(64)878(71)903(89)
それでは,外 国人 と ドイツ人 で所得格差 はないのか。労働者全体 を見 ると,
ドイツ人1,334マル クに対 し外国人1,200マル ク前後 であ る。所得格差は確か に
あ る。すで に述べた よ うに,外 国人 に占め る職員の割合は ドイ ツ人 よりも少 な
い。 また労働者 のなか で も外 国人 は ドイ ツ人に比べ専門労働者が少 ない。 サ ン
プル数の分布か らみ て とれ るよ うに,ユ ーゴ人 をのぞいて外国人労働者 の8割
以上が補助労働者 の地位 に甘 ん じてい るのに対 して,ド イツ人 ではわずか2割
強 にすぎ ない。外国人 は補助労働者,ド イ ツ人は専門労働者 とい う構図 が確認
で きる。ただ し,こ れは外 国人労働者 が専門労働者に なれ ない とい うこ とを必
ず しも意味 しない。 この点 は,の ちに検討 しよ.う。
つま り,雇 用関係上 の地位 の分布 は外 国人のほ うが低い。 しか し.こ こで注
目すべ き点は,同 一 の地位 でみた場合所 得格差 がほ とん ど見 られ ない こ とであ
る。なお,外 国人 と ドイツ人が近 い比率 を占め る職場 の調査で ある調査3に よ
れば,ド イツ人 と外 国人 の平均 月収 は1,376マル ク=1,3$3マノレクであ り,そ の
差 は非常 に小 さい。 この うち残業部分 が どの程 度占めてい るのか,ま た ドイ ツ
人 と外国人 と どちらが多 く残業 しているかについてはわか らない。ただ,残 業
希望 について意識 を見 る と(第4表),外 国人 の収入 志向は非 常に高い こと が
わか る。
つ ぎに雇用の安定性 につい てみ てみよ う。 この点については調査1を 見 る必
要 があ る。1975年の雇用変動 である。 いずれ も1975年の労働者 だけの数字であ
る。 これ によれば,次 の ような結 果 となってい る。 まず年 間離職 率(離 職者
外国人労働者の労働条件
第4表 残 業 希 望
(161)39
ドイツ マイスター 外国人計 トルコ ユーゴ ギ リシャ.イタリア スペイン その他
20%10タ ぎ48%52%48%32%53%41%52%
数/従 業員 数)を み ると,ド イツ人18.6%外国人34.6%と大差が ある。外 国人
労働者 の離職率 は ドイツ人の約2倍 に達 してい る。 これ につ いて従業者数 の規
模 間格差 はみ られない。 つ ぎに採 用率(採 用者数/従 業 員数)で ある。 ドイツ
人17.0%,外国人が23.0%とな ってい る。採用 もまた外 国人 のほ うが 多いが離
職 な どの差 はない。 景気後退期で あるため に採 用よ りも離職 のほ うが多 ぐなっ
てい る。その結 果 就業変動率((採 用者数 一離職者 数)/従 業員 数)を 見 ると
ドイ ツ人一2.2%,外国人 一10.1%である4)。外国人 の雇用 のほ うが 大 きく減 少 し
ている。外 国人 が雇用の不安定 な職場 で多 く働 いている ことがわか る。
第5表 離 職 理 由























しか し,外 国人が選択的 に解雇 され るか とい う問題に なると微 妙で ある。第
5表 は,離 職者 の離職理 由を示 した ものである。残 念なが ら,ド イツ人 と外国
人 の対 比 とはな って いないが,だ いた いの傾 向は読 み取 れ る。 ドイツ人 と外国
人 の両 方 を含む労働者の離職理 由は解雇 と自己都合 退職 がいずれ も4割 強 で同
程 度を 占めてい る。解雇 され る労働者 が多 い。 それ に対 して.希 望退 職は意外
と少ない。 鉄鋼業やVWな どの雇 用調整 では希望退 職 と早期 年金化がかな りの
比 重を 占めていたが5),一般企業 とくに外 国人 が比 較的 多 く働いてい る企 業で





国人 に限 ってみて も大 きな変化は ない。解雇 に よる離職 がやや多い ものの,自
己都合 も多い。希 望退職 ・そ の他 ともに少 な くな ってい る。 「その他」の主な
者が何 かはあ きらかでは ないが,ド イツ人 の場合 には早期年 金化 による離 職が
考 え られ る。
また,従 業員 規模 と採 用率 の関係 をみる と,従 業数400人ま で は外国人の
方が高 くな ってい る。401人以上 では ドイ ツ人 と外国人で差が ない。外 国人 の
就業 の有無別 に,ド イツ人 の年 間離職率 を見 る と19.0%:15.1%,採用率 を見
る と17.7%=12.2%といずれ も外 国人 の就 業 してい る事業所 のほ うが変動 が激
しい。 さ らに外 国人率(従 業 員に 占め る外国人 の割合)と 年 間離職率 の関 係で
は,外 国人率 の低 い ところでは ドイツ人 と外国人の年間離職率 の差が大 き く,
外国人率の高い ところでは差 は小 さくなってい る。た とえば,外 国人率1～10
%の ところでは ドイ ツ人 と外 国人 の年 間離職率は15.6%:46.3%であ るの に対
し,外 国人率が50%を越 えている ところでは ドイツ人363%に 対 し外 国人31.3
%と 逆転 してい る。
外 国人 の解 雇率は平均 して ド.イツ人 の解雇率 の二 倍であ り,自 己都 合離職率
も同様 であ る。 これ を外国人率別 に見 ると,外 国人比率 が1-10/1では ドイツ
人7.5%に対 し外 国人26.0%と大差が ある。 この差 は外 国人率 の上 昇 とともに
縮 ま り,50%を越 えた ところでは差が な くなってい る(第6表)。 つ ま り,外
国人 は雇用 の不安定 な職場 に多い。ただ,こ こで注意 したいのは ドイ ツ人 と外
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ドイ ツ 外 国 人 計 トル コ ユ ー ゴ ギ リ シ ャ イ タ リ ァ ス ・ミイ ソ
38% 51% 62% 41% 66% 38% 45%
第8表 失業した場合に,失 業期間が半年以上続 くであろうと予想する者の割合
ドイ ツ ト ル コ ユ ー ゴ ギ リ シ ャ イタ リア ス ペ イ ン
34% 38% 18% 50% 40% 49%
さい ごに,解 雇 の可能性 と予想失業期 間 について調査3を みてお こ う。 まず
解雇へ の危機意識 であるが,こ れ は外国人 のほ うが強い(第7,8表)。 ドイツ
人38%に対 して,外 国人 は51%に達 してい る。 もっとも国籍 による違 いは大 き
く,イ タ リア人 とユー ゴ人は ドイ ツ人 と差 はほ とん どな く,ト ル コ人 ・ギ リシ
ャ人 の危機意識が非常 に強い。予 想失 業期 間につい ては ユー ゴ人 が非常 に短 い
のが 目を引 く。 ユー ゴ人 は比較 的安定 した仕事 につ いて いる と考 えられ る。雇
用 につい ての検討 は これ で終 え,つ ぎに昇進の状況 に移 ろ う。
外国人労働者 に昇進 の道 は開かれ てい るのだ ろうか。 ここでは,補 助労働者
か ら専 門労働者 へさ らに班長(Vorarbeiter),マイスター(Meister,職長)へ
の昇進 を考 える。 まず,調 査2に よって補 助労働者か ら専門労働者へ の昇進 を
み るが,そ の前 に調査 時点 での西 ドイ ツで の滞在 年数の分布 を しめす必要 があ
る。第9表 であ る。 国籍 によるば らつ きが ある。ギ リシ ャ人 が もっとも長 く,
イタ リア人 スペ イ ン人 とつづ く。 ユーゴ人 ・トルコ人は滞在8年 以下 が7割 以
上 を占めている。 この調査 は1977年実施で あるか ら,ト ル コ人 な どは70年代前
第9表 調査時点までの滞在期間(1977年後期)






















第10表 本 国 で の在 学 年数










半 に大量 に流 入 した ことがわか る。本国 での在学年数 をみたのが第10表であ る。
この表 か らわか るよ うに,学 歴 の比較的高いのは ユーゴであ り,小 学校 卒 にあ
たる5～6年の多いのがギ リシャ ・トル コ ・イタ リアであ る。西 ドイツの義務教
育年数 は9年 ない し10年であ るか ら(さ らにその後ギ ムナ ジ ウムな どに通 わな
い者は職業学校へ の就学 が義 務づけ られてい る。いわゆ るパ ー トタイ ム義務教
育制 度 である),ド イ ツ人 に比べて外国人労働者 の在学年数 は低 い と考 え られ
る。 言語 ・文 化上 の障害 もさる ことなが ら,学 歴 の低 さが昇進 を難 し くしてい
るか もしれ ない。
本 国でめ在 学年 数 と西 ドイツ入 国直後 に.専門労働者 として働 いた者の関係 を
示 したのが第11表であ る。両者 の相関 はあ きらかであ る。本 国で9年 以上在 学
した労働者 は入国当初 か ら専門労働者 として働 く者 が多い。 トル コ人やユ ーゴ
人 の場合 には5割 を越 えてい る。他方.6年 以下 の場合 には1割 程 度にす ぎな
い。在学年数 の少 な さのため に専門労働 者 になれ ない外 国人 が多いのであ る。
第ユ2表は調査 時点 で専 門労働者 として働 いてい る者 の割合 を教育水準別 にみた
第11衷 本国での在学年数 と入国直後に専門労働者 として働いた者の割合











第12褒 調査時点に専門労働者 として働いている者の割合 と教育
ギ リ シ ャ イ タ リア ユ ー ゴ スペ イ ン トル コ
義 務 教 育 以 下15%(160)8%(170)5%(116)10%(183)12%(169)
義 務 教 育 以 外 も(本 国)31(55)32(59)60(ユ07)62(37)33(49)
義 務 教 育 以 外 も(ドイ ツ)78(28)40(20)73(22)65(2)77(13)
平 均 28(243)16(249)35(245)24(249)20(231)
ものである。 ドイツで義 務教育以外の教育(ほ とん どが職業教 育)を 受けた者
が 専門労働 者に なる割合はイ タ リア人 をの ぞけ ば高 い。 現実 に西 ドイ ツで義務
教 育以 上の何 らかの(職 業)教 育 を受 けれ ば,外 国人 に も専 門労 働者 への道は
開 かれ てい る。 もっとも,現 実 に西 ドイツで こうした(職 業)教 育を受けてい
る外国人は少ない。調査1に よれ ば,外 国人 の訓練 生は非常 に少 ない。18歳未
満 の若 者の5人 に3人 は訓練 関係 にあ るのに対 し,外 国人に限 ると4人 に1人
に なって しまう。全体 と して みる と,3分 の1以 上 の事 業所 は,若 者 を訓練生
としてのみ雇用 して いるのに対 し,21.7の事業所 でほ もっぱ ら半熟 練 ・不 熟
練 工 と して雇用 して いる。外 国人 の若 者が雇用 されてい る事業所 の うち,21%
の ところでは訓練生 だげ であ るが,3分 の2の 事業所では外国人 の若者は訓練
生 契約 を結 んで いない。 つま り,不 熟練 ・半熟 練工 として働 いて いるのである。
問題}よここ}こあ る。
では,彼 らに昇進 の道 は開かれ てい るのか。第13表ほ入国直後 の地位別 に昇
進 を実現 した者 の割 合である。ギ リシャ人が もっ とも高 く21%である。予 想 さ
れ るよ うに,滞 在年 数の長い国の外国人ほ ど職業的地位 を改善 した者 の割 合が
第13表 ドイツで職業的地位を改善した者の割合
入国直後 ギ リシ ヤ イ タ リア ユ ー コ甲 スペ イ γ トル コ
補 助 労 働 者21%(216)6%(217)11%(170)12%(209)9%(192)




高 くな っている。 この昇進 が企 業 内で起 こった のか どうかは確認 できないが,
す くな くとも滞在期 間の長期化 につれて,徐 々にで はあれ外 国人 に も昇進 の道
が開かれてい る とい って よいだろ う。 ただ,理 由ぽわか らないが イタ リア人が
例外 となってい る。つ ぎに役付工 への昇進 に移 ろう。
外国人の役付工が どの程度 いるか を調 べてい るのは調査1で あ る。 それ によ
れば,回 答の あ った1.514事業所 の うち,3ユ1事業所(20.5%)に外 国人の役付
エ(Vorarbeiter,Meister)がいた。外国人役付工 の有無別 に,事 業所 の平均
を とったのが第14表であ る。外国人役付工が い る事業所 は従業員規模 が大 きく,
平均外 国人 率 も32.6%と高い。 しか し,女 性比率や専門労働者比率 な どでは外
国人役付工 のいない事 業所 と大 差がない こ とがわか る。職場 に十分 な数 の外 国
人が働 いては じめて,外 国人 も役 付工 に昇進で きるので ある。 また付問 で,部
下 に ドイツ人 もいるかを聞いてい る。それに よれば回答308事業所 の うち283事
業所(91.9%)では,ド イツ人 もいる と答 えてい る。外国人役付工は外国人労
働者 集団の役 付だけ にと どまっているわけではない。
外 国人 労働 者は ドイツ人労働者 よ りも危険,劣 悪 な環 境で働 いてい るのだ ろ
うか。まず,調 査1か ら労災 と病休 につ いてみてお こう。第15表は1975年1年
第14表 外国人役付工の有無 とク胃ス


























注 記載 のある事業 所だけの数 字であ るた め,た とえば三 日を越 える労 災率に
つい てみると全 体の労 災率 は ドイ ツ人 と外国人の労災率 のいず れ をも下 回




外 国 人 ドイツ人
三日以内の労災









間 におけ る労災記述 のあ る事 業所 におけ る労災 率を ドイ ツ人 と外 国人 にわ けて
聞 いた もの であ る。外国人が労災 にあ ってい る比率は ドイツ人 よ りも明 らかに
高い。 これ をみ る限 り,外 国人 は危険 な職 場で多 く働いてい るよ うに見 え.る。
しか し,労 災率 を外 国人率 とク目スさせてみ ると意 外な結果が あ らわれ る。第
16表をみて いただ ぎたい。 まず気 がつ くことば,外 国人率の上昇 とと もに外国
人 の労災率が著 しく低下 している ことであ る。 た とえば3日 以 内の労災率 をみ
る と外 国人率が1～10%の 事 業所 では外国人の労災率は32.5%に達 してい るの
に対 して,50%以上 の事 業所 では8.2%にす ぎない。 意外 な ことに,ド イツ人
の労災率 も外国人率50%以下 までは低 下 してい る、 この数字 は,外 国人率 の高
い所つ ま り外国 人が 多数就業 してい る事業所が危険 であ るとい う 「常識」 を疑
わせ る。外 国人 に労災 の割合 が高 いのは職 場での意 志疎通が十分 でないか らで
あるとい う理 由が大 きい ように思 える。職 場に同国人が少 な く相互の意志疎通
が難 しい場合 に事故 は起 こりやす い。 それ に対 して,外 国人が多 く職場 で意志
疎通が十分 にお こないえた り,対 策が進め られてい る場合 には,労 災 は少 な く
なるめであ る。 また外国人率 が50%を越 えた職場で ドイツ人 の労災率 が高 まっ
て外国人 と差が な くなってい るのは,職 場 では ドイ ツ人が もはや 多数派 ではな
い どい う事 実に よって説 明可 能であ る。 こ うしてみ てい くと,外 国人労働者が
危険 な職場 に集 中 してい るとい う 「常 識」 は否定 され るべ きか もしれ ない。 な
お,こ こではデ ータ をあげないが病休 については.ドイツ人 と外国人 でほ とん ど
差 はない。
つぎに,調 査2に よって仕 事内容の評価 をみ よう。肉体的 にきついか,精 神
46(168)第147巻 第4・5・6号
的 にきついか,作 業 テ ンポが早いか,注 意力が必要 か,災 害 や健康上 の危 険が
あるか,単 調ない しつま らない仕事で あるか とい う項 目につ いての結 果 を第17
表 に示 した。表 の数 字は評価 の低 い もの を1,高 い もの を3と した平 均値 であ
る。 これ をみる と補 助労 働者 にせ よ専門労働者 にせ よ,ド.イツ人 よ りも外 国人
の ほ うが自分 の仕事 内容 を低 く評価 してい ることがわか る。 また,地 位が上昇
す るにつれ て仕事 内容 の評価 は高 ま ってい る。
第17表 職業上の地位別にみた仕事 内容の評価(仕 事内容の各項 目の平均)
ギ リ シ ャ.イ タ リア ユ ー ゴ ス ペ.イ ン トル コ ドイ ツ
補 助 労 働 者 ユ.69(166)1.94(187)1.85(150)ユ.98(181)ユ.88(189)1.95(68)
専 門 労 働 者2.14(44)2.47(32)2.00(65)2.32(47)2.02(40)2.34(240)
よ り高 い 者2.55(3ユ)2.70(10)2.44(16)2.50(16)2.62(8)2.63(408)
平 均1.88(241)2.05(229)1.93(231)2.08(244)ユ.93(237)2.47(716)
2労 働組 合 ・経営協議会へ の関与
外国人は,労 働組合や経営協議会 に どの程度 関与 してい るので あろ うか。 こ
の問題 に移 ろう。まず調査1を み よう。
〔外国人経営協議会員〕
外国人が就業 して いる1,498事業所 の うち1,300事業所が経営協議会 につ い て
記 載 していた。1,300事業所 の うち3ユ8事業所(24.4%)に外国人の経営協議会員
がいた。第18表か ら明らか なよ うに,.外国人経 営協 議会 員1人 が3分 の2を し
め る。 ドイ ツ人 と外国人 の両者 を合計 してみる と,経 営協議 会員 は現業従 業員
19人に1人 の割 合で あるのに対 して,外 国人 の場合 には110人にひ.とりの割合
となって しま う。外 国人 が経 営協議会活動 に参加す る割合は低 い。 しか し,こ
れ を もって外国人 が差別 され てい るとみなすの は早計だ ろ う。 ドイツ人 と外国
、第18表 経営協議会における外国人
外国人経営協議会員数1人2人3人4人5人 以上 ・
事 業 所 数2096327127事 業所
外国人労働者の労働条件(169)47
人 が同程度 占め る職場 で はこの傾 向は み られないか らで ある(後 出の調査3の
結果参 照)。 ドイツ人 が圧倒 的多数 を占め る事業所 で外国人が選 ばれ る率 が 低
くなるのは ある意味 で当然 である。 また外 国人 と一 括す るの も問題が ある。国
籍 が違 えば 「外国人労働者」 としての一体感 も弱いか もしれ ない。 さ らに勤続
年 数は平均すれ ば ドイツ人 よ りも短 いだろ う。 こうした点 を考慮すれ ば,こ の
数字ぱ少数派対 多数派 の問題 として捉 えたほ うが賢 明か もしれ ない。 なお,40
%の 事業所 には 専従 の経 営協 議会 員が存在 していたが,外 国人専従 の記載 はな




事 業 所 数314885221131233
〔外国人職 場委 員〕
調査1に よれぽ,外 国人が就業 して いる1498事業所 の う ち715事業所(47.7
%)が 職場 委員数につい て記載 してい る。 この うち331事業所(46.3%)に外
国人職 場委員が いた。331事業所の36%では外国人職場委員 は1人 で あ る。外
国人職 場委員は外国人労働者53人に1人 であ り,ド イ ツ人を含めた場 合 には職
場 委員は18人に1人 となる。経営協議会員 に比 べ,ド イ ツ人 との格差は縮小 し
てい る。 この理 由は 明らかではないが,少 な くとも外国人労働者 の労働組合参
加率が低 くない ことを推測 させる。
すで に述べた とお り,調 査3は ドイ ツ人 と外国人 が同 じ程 度い る職場 での職
場 単位 の調査 である。 これ を見る と,外 国人の職場 委員や経営協議会 員の多い
の に驚 かされ る。第20表をみていただ きたい。 まず,労 働組合参 加率 であ るが
ドイツ人679%に 対 し,外 国人62.0%で差 は6ポ イ ン トに とどまる。 とくに ト
ル コ人 の場 合には ドイ ツ人 と遜色 ない。職場委員 については,ド イ ツ 人5.8%
に対 し外国人17.8%とな ってお り,イ タ リア人 ギ リシ ャ人 の率が 特に高い。ま
た経営協議会員 も ドイツ人3.2%外国人7.7%で,特 にイタ リア人 の 率が高 く
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第2①表 経 営 協 議 会 員,職 場 委 員,労 働 組 合 員 の 割 合
・イ・ 蚕整 準 人 ・ル・ 一一づ リシ チタ'う ペイ そ・他
組 合 員67.9%60,6%62.0%65.6%59.3%59.2男61.8%64.8%47.7%
職 場 委 員5.88.317.8
経 協 員3.23.07,7







*マ イ ス タ ー132人の う ち外 国 人 峠1人 の み
。
第21表 事業所内での労働運動
ドイ・ 夏エス 得 人 ・ル・ 一一つ リシ チタ り うペイ そ・他
消 極 的22%11%34%17%48%51%33%31%44%
控 え 目544647
ヤや 積 極 的173711
積 極 的859









な ってい る。 本論 の テーマか らずれ るが,マ イスタ ー(職 長)の 組 合参加率,
職場 委員 ・経 営協 議会 員 になる率 な どが一般労働者 と大差 ない点は職場 の労働
運動 をみ る うえで注 目すべ き点 であ る。
つ ぎに事業所 内での労働 運動(従 業員集会 での関与 の程度)の 結果 を示 した
のが第21表である。 なお表 で1一控 え目」 とあ るのは調査票 では 「私は とき どき
集会 に出席す るが発 言 しない」 とい う項 目を選んだ者 の ことであ り,「 やや積
極 的」 とは 「私はほ とん どすべ ての集会 に出席 し,と きどき発 言 もお こな う」
を選 んだ者 の ことであ る。 これ をみる と,外 国人 は ドイ ツ人 に比べて 「消極
的」 とす る者 の率がたか く22%に対 し34%とな ってい る。全体 としてみれば,
外 国人 は ドイ ツ人 に比 べ従 業員集会 な どでの発言 はやや消極的 であ る。 しか し.
その差 は予想 され るほ ど大 ぎ くない。サ ンプル抽 出上 の偏 りが あ るのか もしれ
ないが,総 じていえば外 国人 の多い職場 では,外 国人 はか な り発言 しているよ
うに思 え る。










第22表 労働組合はあなたの個人的状況を改善す ると思 うか
・イ・ 夏エス 外界人 ・・レ・ 一 ゴ.ぎりシ イ タ リ ス ペ イ
ア ン その他
改 善 す る22%10露26%14%39%22%38%20%
.ダ イ タ イ改 善483434



























イツ人7割 に対 し外国人は6割 にとどまっている。また 「まった くせず」 とす
る強い否定的評価は外国人のほうがはるかに高い。ただ し 「改善する」 と評価
する割合は外国人のほ うが多い点,国 籍別にみるとユーゴ人 イタリア人に肯定
的意見が強いことも注意 したい。つぎに経営協議会への評価 であるが,こ れも
労働組合への評価 と同様の傾向を指摘することができる。肯定的評価は ドイツ
人75%に対 し外国人66%でやは り10ポイン ト近 くの差がある。
3外 国人 の不満
まず,調 査2か ら ドイ ツ人 の差別意識 と外国人の被差別意識 をみ てお こ う。
第24表が それ であるが.こ れ については少 し説明が必要であ る。 この設問は ド
イ ツ人 に対 しては こ うなっている。 「よ く聞かれ るい くつかの意見 を以下 であ
げています。 これ らの見解 の どれ にあなたは同意 し,ど れに反対 しますか」 と
して,強 く同意 ・同意 ・反 対 ・強 く反対 の どれ かを選 ばせてい る。た とえば,
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第24表 ドイ ツ人 の 差 別 意 識 と外 国 人 の被 差 別意 識
差別項目 ドイ ツ ギ リ シ † イ タ リ ア ユ ー ゴ ス ペ イ ン トル コ
住 居7%
雇 用 保 障51
仕 事 内 容46
報 酬10
社 会 保 障24





































雇 用保障の項 目ではつ ぎのよ うな意 見が掲 げてあ る。 「あ る ドイ ツ企 業で労働
力 を解雇 しなければ ならな くなったな らば,外 国人 を真 っ先 に解雇すべ きであ
る。」 この意見 に強 く同意 ない し同意 した割合が この表 に載せ てあ る数 字 で あ
る。それ に対 し外国人 にはつ ぎの ように聞いてい る。 「あなたが ドイツで した
経 験 に もとづい て考 えた場合,以 下 の認識 の どれに同意 し,ど れ に同意 しませ
ん か」 として,常 に当てはま る,た いてい当てはま る,滅 多 に当 ては ま らない,
当 ては ま らないのいずれ かか ら選 ばせてい る。雇用保障 につ いて は こうな って
い る。 「ドイツ企業 で労 働力 を解 雇 しなければ な らな くなったな らぼ,外 国人
(当該 国籍 の人)が 真 っ先に解雇 され てい る。」 この認識 を常 に当ては ま る,
またはたいてい当てはま ると した者の割合 が表 に示 され てい るのであ る。 これ
をみ ると,ド イ ツ人が とくに外国人 と区別 して扱 われ るべ きだ と考 えてい る項
目は,雇 用保障 と仕事 内容で ある ことがわ か る。他 方,外 国人は差別 を受 けて
い ると感 じてい る割合は全体 を通 じて高いが,な かで も 「仕 事 内容」 具体 的 に
い えば汚い仕事 ・緊張度 の高 い仕事 ・単調 な仕 事が外国人 に与 えられてい ると
感 じて いる。つ いで 「住居」 の被弟別意識 盛高 い。 こうした ドイツ人 と外国人
の差別被差別感情が職場 や地域 におけ る一 つの大 きな緊張要 因 になっている こ
とは疑 いない。
不満 を職場 に限 ってみ よう。以下 では,調 査3に 依拠 す る。第25表は職場 で




第25表 職場の不満一 何 らかの不満を持っている者の割合
ドイ ツ 外 国 入 計 トル コ ユ ー ゴ ギ リシ ャ ィ タ リァ ス ベ ィ ン
49% 58% 61% 45% 62% 71% 46%
第26表 特 に不満な点











9ポ イン トの差が ある。 とくにイタ リア人は不満 を持つ者がおお く,ユ ー ゴ人
とスペ イン人 は比較的少 ない。 では,ど こに不満 を もっているのか。 これ を示
した のが第26表で ある。 ドイ ツ人外 国人 ともに賃 金 と雇用 に不満 を強 く持 って
い る点では同 じだ が,不 満 度が違 う。外 国人 は ドイツ人 よ りも賃金 ・雇用 ・肉
体 的負荷 そして同僚 ・上 司関係 に不満 を持 ってい るの に対 し,仕 事 の単調 さや
仕事 の 自立性への不満 は小 さい。外 国人 は単 調 な仕事やつ ま らない仕事 をや ら
されてい る とい う意識 を持 ってい るに も関わ らず,こ うした点 への不満 は小 さ
いの であ る。 この不満 と関連す るのは労働者 が就 職す るに当た って重視す る点
であ ろ う。重視す る項 目を三つ あげ て もらった結 果が第27表である。全体的 に
みて重視 され てい るの が同僚関 係であ る。 これ については外国人か どうか成年
か どうか にかかわ りな く高 い数 字が でてい る。それ以外では不 満 の場合 と同 じ
状 況が現れて いる。つ ま り,ド イ ツ人 は仕事 の変 化や 自立性 を比較的重視 して
い るのに対 し,外 国人 は賃金 ・雇用 ・肉体的 負荷 を重 視 してい るので ある。世
代 間 でみ ると,賃 金重視が少年 に多 い ことが わか る。
第27表 最 も重要な点3っ 選択














つ ぎに経営者 およびマイスターへの評価 に移 ろ う。第28表は経営管理者 への
満足 度 を問 うた ものである。外 国人 の方が不 満度がやや高い。 トル コ人 とイタ
リア人 に不満 を持つ者 が割 と多いが,そ れで も3割 強 に とどまってい る。全体
としてみれば,労 働組 合や経 営協 議会に対 して よ りも不満は少 な くな ってい る
(第22,23表参照。例外 はイタ リア人 とギ リシャ人 であ る)。 マイス歩一に 対
す る評価 は第29表にある。 外国人の方がマ イス ターが労働者 に対 して敵対 的で
ある と判断 してい る。 ドイ ツ人は36%(や や敵対的+敵 対的)に 過 ぎないのに
対 して,外 国人 は55%に達 してい る。ただ し,そ の中 ではユー ゴ人 が例外 であ
り ドイツ人 に近 い評価 とな ってい る。 こう した評価は,マ イスタ ーが労働者 側
に立 っているか どうかの評価 とつなが る。第30表は マイスタ ーが労働者 側か ど
第28表 経営管理者に対する満足度



































































ドイ・ 傑 人 ・・レ・ ユづ 剃 シ イ タ リ ス ペ イ そ の 他ア ン
労 働 者 友好 的15%18%15%25%
ヤや労働者友.好的49
ヤや労働者敵対的31













ドイ ツ ・男 ドイ ツ ・女 外 国 ・男 外 国 ・女











うかを聞いた ものだが,外 国人の方が マイスターを労働者 側ではない と見 な し
ている ことがわか る。 ドイ ツ人 と くに女性は労働者側 だ と考 え るものが多い。
IVお わりに一 旧西 ドイツの外国人労働者像はどう修正すべきか
最近 の流言1'資料 と1970年代後半 にお こなわれた3っ の調査 に依拠 しなが ら,
労働条件 を中心 に外 国人労 働者の状況 を検討 して きた。10年以上前 の調査であ
る、現在 の状況 はかな り変わ ってい るのか も知れ ない。 と くに,滞 在期 間長期
化 による変化 が考 え られ る。また大量失業 の期間 はす でに長 く,旧 東 ドイ ツの
実質的 吸収 に よって,雇 用環 境は外国人労働者 に とってます ます きび し くなっ
ている。 さ らに,調 査 は合法 的 な外国人労働者 に限定 され てい る可能性が高い。
非合法就労 の状況 はわか らない。また,多 くの調査が そ うであ るよ うに,利 用
した調査 が外 国人労働者 の比較的労働条件 の良 い部分 に偏 ってい る可能性は否
定 できない。 こうした多 くの制 約はあ るが,こ こでの検討 によ って明 らかにな
った部分 もある。最後 に今までの内容 を手短 にま とめて,お わ りにかえたい。
まず,第1に 強調 しておかねばな らない ことは,外 国人 は もはや 出稼 ぎでは
ない とい う事実 であ る。 出稼 ぎの予 定でや って きて も,や がて家族 を形成 し定
住化 しつつ ある外 国人 は多いのであ る。仮 に毎年来 る出稼 ぎ外 国人労働者の90
%が す ぐに帰 国 した として も毎年10%の外国人労働者が定住す ることにな る。
この累積過程 を考 える必要 があ る。短期 的 には,.ほとん どの外 国人労働者 が考
えてい るよ うに.もっぱ ら 「出稼 ぎ」 であ る。定 住 ない し移民す る意 図で来 るも
のは少 ない。 しか し,中 長期 的にみれば 「外国人労働者問題」 は結局 「移 民」
の問題 なのであ る。
今や旧西 ドイツの場 合,未 成年者 の割合 は外国人の方が ドイツ人 よ りか な 勾
多 くな った。 労働 力率 に差は な くなって きた。 しか し,就 業上の地位 をみ る と
依然 として労 働者 が圧 倒的 である。 ホ ワイ トカ ラーは少ない。 ドイツ語の十分
や読 み書 きが事務 労働 には不可欠 である。 ブルーカ ラーについてみ ると,依 然
として不熟練労働 者が多いが,長 年 の勤続や教育 に よってかな りの部 分は専門
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労働者 にな ることが可能 であ る。 もっ ともマイスターになるためには長時間の
職業教 育が 必要 であ るため,外 国人に とっての ハー ドル は低 くない。
賃金 ・雇 用の格差 について いうならば,ド イ ツ人 との格差 はそれぞれの職場
での差 別 とい うよ りも,外 国人の 多い職場 は,仕 事 が不 安定 で低 賃金職場 がや
や 多い とい う理 由に よってい るよ うにお もわれ る。 同一 職場 では ドイツ人 と外
国人の間に賃金格差は なか った。 また.専 門労働者 か補 助労働者かでみて も ド
イ ツ人 と外国人 には賃金格差 は意外 なほ ど少ない とい って よいだ ろ う。 また労
災 について,外 国人が労災 にあ う確率 は ドイツ人 よ り確 かに高い。二倍は あ る。
しか し,そ の原因は職場 自体 が危険 である とい う意 味ではなか った。外国人率
の高い事業 所では外国人 の労災率 は著 しく低 か った。 ドイツ人の労災率 さえ外
国人率50%以下 までは低下 してい るのであ る。 外国人の労災率の高い原因 は職
場 での意思疎通が不十分 である点 に求 め られ るべ きであ ろ う。
外国人の労働 組合や経営協議会 への関与 についてい えば,ド イツ人 と同数程
度 い る職場 では遜色 はなかった。 しか し,全 般 的にみれぼ少数者 の利害は 通 り
に くい。そのた めに,人 数比 でみ ると経営 協議 会員 に選ばれ る率 は低 くな るの
であ る。また,労 働組合や経 営協議会 への評価 は肯 定的 な者 の方 が多 いが,ド
イ ツ人 より も幾分否定的 であ った。 同 じ傾 向は,経 営管理者やマ イスターの評
価 について もい えた。 さ らに こうした状況 の中で,ド イ ツ人 の差別意識 外国
人 の被 差別 意識 の根強 さ も確認 で きた 、 この意 識は まさに現代 ドイツの労働市
場 状況 の中で一 つの緊張要因 として理解す べ きであ ろ う。
*本稿は関西労働研究会(関 西経済研究センター)における報告を元にして,そ の後検
討を加え,加筆修正 した ものである。
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